
ＪＦＥスチール株式会社の
高炉等休止に伴う
支援施策説明会・相談会



１ 今後実施する支援施策



求職者向け特別相談窓口の設置

概要
ＪＦＥスチール株式会社の高炉等休止に伴い、影響を受け
る取引先関連事業者の従業員等を対象とした、再就職の
相談等に関する窓口を設置します。

設置日 令和5年2月予定

設置場所 神奈川県内ハローワーク予定

その他
詳細が決まり次第、神奈川労働局HP及び川崎市HP等で
公表



合同企業面接会

概要
ＪＦＥスチール株式会社の高炉等休止に伴い、影響を受け
る取引先関連事業者の従業員等を対象とした再就職の
マッチングを行うため、合同企業面接会を実施します。

開催日 令和5年7月、9月、10月の3回実施予定

開催場所 川崎市内及び横浜市内（未定）

その他 詳細が決まり次第、川崎市HP等で公表



２ 各行政機関等の関係制度説明



厚生労働省神奈川労働局
雇用関係制度



・ 求人情報の提供や仕事に関する相談
・ 求職活動に必要な応募書類や面接のアドバイス
・ 就職を支援するセミナーの開催
・ 仕事に必要なスキルを学べる無料の職業訓練の相談
・ 雇用保険（失業給付）の受給手続き 等

ハローワーク（公共職業安定所）

事業主の方には……

仕事を探す方には……

求人・求職のマッチング、雇用保険の手続き、職業訓練の受講の相談等を、
無料で行っている国（厚生労働省）の機関です。

・ 求人の申込みに関する相談・受付
・ 従業員の雇用保険の手続き
・ 障害者や外国人の雇用に関する相談
・ 各種助成金制度の相談 等

働く場所が
川崎市、鶴見区の求人数（9月） 17,138人

うち生産工程（製造）仕事 1,549人
うち輸送・機械運転の仕事 1,677人
うち建設・採掘の仕事 1,273人



事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、一時的に従業員を休業等（休業および教育訓練）または出
向させる場合の助成。

◆支給対象◆ 支給対象事業主：雇用保険適用事業所、支給対象労働者：雇用保険被保険者
◆主な支給要件◆
●最近３か月の生産量、売上高などの生産指標が前年同期と比べて10％以上減少していること。
●実施する休業等および出向が労使協定に基づくものであること。
（計画届とともに協定書の提出が必要）

◆受給手続き◆
●休業や出向を行う前に、労働局に計画届を提出することが必要です。
●支給申請期間は休業や出向実施後、２か月以内です。

雇用調整助成金 ＜資料 労№01＞

助成内容と受給できる金額 大企業 中小企業

休業を実施した場合の休業手当または教育訓練を実施した場合の賃金相
当額、出向を行った場合の出向元事業主の負担額に対する助成（率）
※対象労働者１人あたり8,355円が上限です。
（令和4年8月1日現在）

１／２ ２／３

教育訓練を実施したときの加算（額） (１人１日あたり)
１，２００円

厚生労働省
ホームページは
こちら

助成金の支給には要件があります。詳しくは、神奈川労働局助成金センター TEL 045-277-8815



再就職を実現するための支援を民間の職業紹介事業者への委託等により行う事業主に対して助成をする
ものです。

労働移動支援助成金

再就職支援コース

早期雇入れ支援
コース

助成金の支給には要件があります。詳しくは、神奈川労働局助成金センター TEL 045-650-2868

＜資料 労№02＞

事業規模の縮小により離職する労働者の再就職を援助する事業主に対して助成。

Ⅰ再就職支援コース

再就職支援 職業紹介事業者への委託に要した費用の一部助成

訓練 職業紹介事業者への委託費用のうち、再就職支援の一環として行われた訓練
経費への助成

グループワーク 職業紹介事業者への委託費用のうち、再就職支援の一環として行われたグ
ループワーク経費への助成

休暇付与支援 離職が決定している労働者に対して、事業主が求職活動のための休暇を与え
た場合の助成

職業訓練実施支援 離職が決定している労働者に対して、教育訓練施設等に委託して訓練を実施
した場合の助成

Ⅱ早期雇入れ支援コース

ハローワーク所長の認定を受けた再就職支援計画等の対象となった労働者を、期間の定めのない労働者として雇い
入れた事業主に対して助成するものです。



従業員のキャリアアップのため、訓練、研修などを行う事業主への助成。

訓練コース名 内容

特定訓練コース
若年者に対する訓練、生産性向上に資する訓練、OJTとOFFｰJTを組み合わせた
訓練等、訓練効果が高い10時間以上の訓練に対し助成

一般訓練コース 職務に関連した知識・技能を習得させるための20時間以上の訓練に対し助成

教育訓練休暇等
付与コース

有給の教育訓練休暇等制度を導入し、労働者が当該休暇を取得し、訓練を受けた
場合に助成

特別育成訓練コース 有期契約労働者等（非正規雇用者）に対する職業訓練に対し助成

人への投資促進コース
サブスクリプション型研修サービス訓練、労働者が自発的に行う訓練、デジタル
人材・高度人材育成訓練等を実施した場合に助成 ◆令和４年４月１日新設◆

建設労働者
技能実習コース

雇用する建設労働者に技能向上のための実習を受講させた場合に助成
（中小建設事業主等対象）

建設労働者
認定訓練コース

雇用する建設労働者に認定訓練を受講させた場合や認定訓練を行った場合に助成
（中小建設事業主等対象）

助成金の支給には要件があります。詳しくは、下記までお問合せください。
神奈川労働局助成金センター TEL 045-277-8801

厚生労働省
ホームページは
こちら

人材開発支援助成金 ＜資料 労№03＞



人材開発支援策のご案内

厚生労働省では、人材開発に取り組む事業主・事業主団体の皆さまを支援するため、さ
まざまな支援策を用意しています。

従業員の
スキル向上
を図りたい

従業員の
キャリア形成
を促したい

会社の将来を担う若者を
採用・育成したい

助成金を活用して
人材開発に取り組みたい

全般的な相談

社外施設での訓練

講師派遣

会社で基盤を整備

従業員自ら活用

生産性向上人材育成支援センター
（在職者訓練・生産性向上支援訓練・テクノインストラクターの派遣など）

都道府県が実施する訓練
（認定職業訓練・在職者訓練（ハロートレーニング））

ものづくりマイスターなど

ユースエール認定制度

人材開発支援助成金

職業能力評価基準

社内検定認定制度

キャリア形成サポートセンター（キャリコン、セルフ・キャリアドックなど）

教育訓練給付

（独）高齢・障害・求職者
雇用支援機構

都道府県人材開発主管課

都道府県
地域技能振興コーナー

左記Webサイト

左記Webサイト

キャリア形成サポートセンター

ハローワーク

都道府県労働局
ハローワーク

都道府県労働局

お問い合わせ先

（詳細は https://www.mhlw.go.jp/content/000923176.pdf）
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派遣労働者を受け入れている事業者

◆派遣先は、派遣元事業主の合意を得ることはもとより、あらかじめ、相当の猶予期間をもって派遣元事業主に派遣
契約の解除の申入れを行うことが必要です。

◆派遣先は、派遣先の関連会社での就業をあっせんするなどにより、派遣労働者の新たな就業機会の確保を図るこ
とが必要です。

◆派遣労働者の新たな就業機会の確保を図ることができないときには、少なくとも派遣契約の中途解除によって派遣
元事業主に生じた損害の賠償などを行うことが必要です。例えば、休業手当に相当する額や解雇予告手当に相当
する額などを支払う必要がありますが、これらに限らず、派遣先の責任により派遣元事業主に実際に生じた損害に
ついては、賠償の必要があります。

◆派遣労働者の新たな就業機会の確保、派遣労働者に対する休業手当等の支払に要する費用を確保するための
費用の負担に関する措置等の派遣契約の解除に当たって講ずる派遣労働者の雇用の安定を図るために必要な
措置に関することを派遣契約に定める必要があります。

◆派遣契約を解除する場合、派遣元事業主から請求があったときは、派遣契約の解除を行う理由を派遣元事業主
に対して明らかにする必要があります。

◆派遣労働者からの苦情の処理

派遣先は、派遣労働者からの苦情の処理体制を整備しなければなりません。特に、派遣先に課されている労働関係法令上の責
務に関する苦情については、誠実に対応しましょう。

詳しくは、神奈川労働局需給調整事業課 TEL 045-650-2810

派遣契約の中途解除について



【再就職援助計画】

従業員が離職する場合の届出等について
＜資料 労№02＞

【障害者の場合】

事業主は、30人以上の離職が見込まれる事業規模の縮小を行おうとするときは、事業主が行う支援内容を記載した「再就職援助

計画」を作成し、認定を受けなければなりません。
（労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第24条）

＜資料 労№04＞

【外国人の場合】 ＜資料 労№05＞

事業主は、障害者である労働者を解雇する場合には、速やかに管轄のハローワークに「解雇届」を届け出なければなりません。
（障害者の雇用の促進等に関する法律第81条）

事業主は、外国人労働者の離職の際に、その氏名、在留資格などについて、ハローワークへ届け出なければなりません。（労働施
策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第28条）

１か月以内に ５ 人以上の高年齢者等が解雇等により離職する場合は、離職者数などについて、ハローワークに届け出なければ
なりません。（高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第16条）

□求職活動支援書
解雇等により離職することとなっている高年齢者等が希望するときは、本人の経歴や技能などを記載した「求職活動支援書」を
作成し、本人に 交付しなければなりません。（高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第17条）

【高年齢者の場合】 ＜資料 労№06＞

□多数離職の届出



雇用保険手続き（従業員が離職する場合）

「雇用保険被保険者喪失届」
「離職証明書（離職票）」 の提出が必要になります。

申請期限は、被保険者でなくなった日（離職日）の翌日から10日以内です。
賃金の支払状況や出勤状況を確認できる書類（賃金台帳、出勤簿等）が必要です。

雇用保険の
手続きについては、
厚生労働省
ホームページを
ご参照ください。

電子申請も利用できます。

ハローワーク窓口に書類を提出していただく方法に加え、インターネットにより「電子
申請」することもできます。

電子申請
に関しては、
こちらを
ご参照ください。



参考：雇用保険（失業給付）について

「基本手当」 失業の状態にある日について支給する手当のこと。
基本手当の日額は、原則として、離職される直前の6か月間に支払われた賃金の合計額を、180で割った金額のお
よそ80%～45%になります（ただし上限額があります。）。

1年未満
1年以上
5年未満

5年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上

30歳未満

90日

90日 120日 180日 －

30歳～34歳 120日
180日

210日 240日

35歳～44歳 150日 240日 270日

45歳～59歳 180日 240日 270日 330日

60歳～64歳 150日 180日 210日 240日

＜給付日数＞雇用保険の加入期間、年齢、退職理由により給付される上限日数が決まります。

10年未満
10年以上
20年未満

20年以上

90日 120日 150日

倒産、事業所の廃止、退職勧奨、解雇、雇止め など 自己都合、定年、契約満了

※障害者の方には、所定給付日数の特例があります。ハローワークでご相談ください。

※上限額 30歳未満6,835円、 30歳～44歳7,595円、 45歳～59歳8,355円、 60歳～64歳7,177円
※基本手当の日額は、「毎月勤労統計」に基づき、毎年8月に改定されます。

【 65歳以上の方 】
離職時の年齢

高年齢求職者給付として、被保険者期間が1年未満の方は30日分、1年以上の方は50日分
の給付を受けられます（1日分の上限額は6,835円）。

住んでいる地域のハローワークで手続きが必要です。

被保険者期間

離職時の年齢



ハローワーク 所在地 電話番号 管轄地域

川崎 川崎市川崎区南町 17-2 044-244-

8609
川崎区，幸区，横浜市のうち鶴見区

川崎北 川崎市高津区千年 698-1（新城）
川崎市高津区久本 3-5-7（溝口）

044-777-

8609
中原区，高津区，多摩区，宮前区，麻生区
※ 新城は事業主向け、溝口は求職者向けの庁舎です。

横浜 横浜市中区山下町 209
帝蚕関内ビル

045-663-

8609
神奈川区，西区，中区，南区，港南区，保土ヶ谷区，旭区，
磯子区

港北 横浜市港北区新横浜 3-24-6 045-474-

1221
港北区，緑区，青葉区，都筑区

戸塚 横浜市戸塚区戸塚町 3722 045-864-

8609
戸塚区，瀬谷区，栄区，泉区

横浜南 横浜市金沢区寺前 1-9-6 045-788-

8609
金沢区，横須賀市のうち船越町，港が丘，田浦港町，田浦町，田浦大作
町，田浦泉町，長浦町，箱崎町，鷹取町，湘南鷹取，追浜本町，夏島町，浦
郷町，追浜東町，追浜町，浜見台，追浜南町，逗子市，三浦郡（葉山町）

このほか、横須賀、藤沢、相模原、大和、厚木、平塚、松田、小田原

【 アシストハローワーク（出張相談） 】
100人を超える離職者が発生する場合は、ハローワークの職員が事業所の会議室や体育館等に出向き、
雇用保険の手続きや、求職相談を行うこともできますので、お近くのハローワークにご相談ください。

ハローワークごとの
ホームページは
こちら



適切な労務管理のポイント

労働条件の変更や雇用調整をやむを得ず検討しなければならない
場合でも、守らなければならない法令等があります。

法令や労使間で定めたルールはもちろん、労使間での十分な話し
合いや、お互いの信頼関係や尊厳を守る配慮は紛争防止に不可欠
です。

本日の説明を参考に、労働条件の確保に向けた適切な労務管理を
お願いします。



賃金の支払等



労働条件の変更



解雇が禁止される場合



解雇の効力



整理解雇・退職勧奨・雇止め



有期雇用契約の締結・更新・雇止め



採用内定取消し等



民事上のトラブルの解決



お問い合わせ先・各種資料



産業雇用安定センター神奈川事務所
雇用関係制度



産業雇用安定センターのご案内

産業雇用神奈川事務所

応援します、頑張るあなたの新職場!!

28
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産業雇用安定センターについて
厚生労働省の関係機関

人材を送り出す企業と人材を受け入れる企業との間に立って、 求人情報提供・相談等

の支援を行い、再就職支援などの業務を 無料 で実施している公益法人です。無料

送出 受入

２１
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ハローワークとの関係

ハローワーク
[共通事項］
・公的機関であり､安心
・求人受付、求職者への職業紹介

産業雇用安定センター

連
携

[独自事項]
ハローワーク：
・給付金や助成金の受付、支給
産業雇用安定センター：
・求職者に合わせた求人開拓､マンツーマンでの対応が可能



産業雇用安定センターの特色

幅広い業種の
企業出身者が担当

約500人
のコンサルタント

質の高い求人情報1

コンサルタント
が自ら企業訪問
して求人開拓

地域ネットワークによる
多様な求人

全国ネットで
UIJターン
対応可能

全国47都道府県
事務所のネットワーク

専任コンサルタントが
寄り添ってサポート

マンツーマン
対応

地元企業
公的機関
からの独自求人

多数あり

30

約23万人

多数の支援実績

求職者の
希望に合った
求人を開拓

質の高い求人情報2



６つの取り組みで 働く 雇用 をサポートと

１．離職する従業員の方の再就職をサポート

事業縮小や事業所閉鎖、構造改革のための早期退職募集
に応じて、離職を余儀なくされる従業員の方に、在職中からの
再就職活動をサポートします。

２．人材を確保したい企業に対するサポート

人手不足や事業拡大に伴い人材確保が必要な企業様から、
期待する能力や経験などのご要望を十分おうかがいした上で人
材をマッチングします。

３．雇用を維持するための在籍型出向をサポート

経済環境の変化や感染症の影響などにより雇用過剰となった
場合に、社員の雇用を守るための一時的な在籍型出向（雇用シェ
ア）を活用することをサポートします。

４．人材育成やキャリアアップの出向をサポート

社員の人材育成や他の企業との交流を目的とする出向、社
員が自発的なキャリアアップを希望する際の出向をサポートし
ます。

５．高齢者のための「キャリア人材バンク」

能力があり経験が豊富な６０歳以上の高齢者の再就職をサ
ポートします。在職高齢者だけでなく、離職後１年以内の高齢者
の方も登録することができます。

６．社員のスキルアップ・研修のためのセミナー

管理者や新入社員に対する研修、コミュニケーション、リーダー
シップ、ハラスメント、コンプライアンスなどのセミナーを企業様の
ご要望を踏まえオーダーメイドにより承ります。

上記の１～５は無料でご利用いただけます。６は有料となりますが、質が高くリーズナブルな価格でのセミナーをご提案いたします。

移籍（送出）支援

移籍（受入）支援

在籍型出向支援

人材育成型出向等支援

キャリア人材バンク事業

セミナー事業

４
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59.8%
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48.2%

29.2%

18.0%

4.6%

〜3か月

4〜6か月

7〜12か月

13か月以上

約77％が
６か月以内
に就職決定

（単位：人）

登録から成立までの日数
（2021年度成立数13,960人
のうち移籍8,349人の内訳）

4.8％
8.4％

18.4％

32.8％

35.6％

29歳以

下
30〜39

歳
40〜49

歳

どの年齢
層に対して
も強い

産業雇用安定センターの支援実績（2021年度）

11,170

9,417

8,641

8,606
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移籍支援の概要

送り出し企業

早期退職募集、事業縮小、
事業所閉鎖などにより、人
員整理を余儀なくされる企
業

離職を余儀なくさ
れる従業員の方

受け入れ企業

従業員に産業雇用安定
センターの再就職サポート
を紹介・利用勧奨。

必要に応じ、センターが離
職予定の従業員向けの
説明会を開催することもで
きます。

産業雇用安定センター

企業から従業員の
再就職支援を依頼

再就職支援の申し込み
（※仮登録申込書）

担
当
す
る
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
か
ら
ご
連
絡

ご本人ご連絡して、
面談の日程を調整

❺面談の上、サポートの流れを説明
します。

❻キャリアシートの作成のサポート

履歴書、職務経歴書、職務能力記述書など

❼求職情報の作成

希望職種、収入、就業地、キャリア、
スキルなど

❽登録

・カウンセリング
・再就職に向けたガイダンス（講習）
・面談やＷｅｂ等によるご相談
・必要に応じて、職業訓練（フォークリ
フト、パソコンなど）を提案

など

再就職活動

※仮登録申込書はWebでも可能です

送出者（求職者）の希望す
る業種・職種などを踏まえ、産
業雇用安定センターが受入企
業（求人）を確保

応 募

再就職

採用内定

■ 産業雇用安定センターは、早期退職募集、事業縮小、事業所閉鎖などの雇用調整により、離職を余儀なくされる個々の従業員の
方々の移籍（再就職）を企業からの依頼を受けてサポートいたします。（登録は仮登録申込書に記入頂くだけで簡単です。）

■ 全国にある産業雇用安定センターの地方事務所において、担当コンサルタントが離職される方に寄り添いながら支援いたします。

❶

❷

❹

❸

❿

⓫

面 接

６

❾

＜＜ 移籍支援 ＞＞

再就職までのサポートを行います



在籍型出向支援のプロセスの概要

送出企業： 在籍型出向を活用し、一時的に社員を出向させて雇用維持を図りたい企業

産
業
雇
用
安
定
セ
ン
タ
ー

在籍型出向支援等協議会

受入企業： 在籍型出向を活用して、一時的に人材を確保したい企業

送出情報の収集

受入情報の収集

事業所訪問により具
体的な送出情報・
受入情報を収集

マッチング

送出企業と受入企業との
間で、出向に係る諸条件
について事前に話し合い
の場を設定。

（助成金の周知と活用勧奨）

マッチング

✓ 出向期間や出向期間中の賃金・労働
時間等の労働条件等の明示

✓ 出向対象労働者の選定・募集
✓ 出向対象労働者の同意や労働組合と

の合意
✓ 就業規則等に出向規定を整備 など

出向元企業の人事労務担
当者、出向対象労働者や
労働組合に、受入企業の
職場や職務内容、勤務時
間の実態などの職場見学
を場を設定

職場見学

STEＰ３：職場見学
出
向
契
約
の
締
結

STEＰ４

出
向
の
開
始

✓ 出向期間や職務内容の規定
✓ 賃金負担などの取り決め
✓ 勤務時間や時間外労働など

労働条件の明確化
✓ 社会保険等の取扱い など

STEＰ５

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

STEＰ６
労使団体、金融機関、社労
士会、労働局ほか行政機関
など

STEP１：情報収集
STEP２：企業間面談

出
向
元
企
業
や
産
雇
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
継
続
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

【社内手続】

７５



06-6947-7663

公益財団法人
産業雇用安定センター
神奈川事務所

電話番号 045-６8０-1231
住所 231-0013

横浜市中区住吉町6-68-1
横浜関内地所ビル4階

◎ご利用時間 9:00〜17:00(土日祝休業)

神奈川事務所のご案内（まずはご連絡下さい）

交通アクセス

●JR線「桜木町駅」新南口(市役所口)出口
より徒歩約３分

●みなとみらい線「馬車道駅」より徒歩約4分
●横浜市営地下鉄「桜木町駅」より徒歩約４分

URL https://www.sangyokoyo.or.jp
35
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神奈川県

雇用関係制度



神奈川県の雇用関係の支援施設

神奈川県では、キャリアカウンセリング、職業訓練相談など

の就労支援、労働相談などを下記の施設で実施しています。

■ かながわ若者就職支援センター
（対象者：39歳以下）

■ シニア・ジョブスタイル・かながわ
（対象者：40歳以上）

■ かながわ女性キャリアカウンセリング相談室
（対象者：女性（年齢制限なし））

■ かながわ労働センター
（事業所を管轄する各労働センターへ）

■ 神奈川県立職業技術校（愛称：かなテクカレッジ）
（入校検討者は最寄りのハローワークへ）



かながわ若者就職支援センター
39歳までの若年者の就業を支援
（横浜駅西口徒歩８分・横浜ＳＴビル５階に設置）

■ キャリアカウンセリング等

・ キャリアカウンセリングを中心に、セミナー・グループワー

ク、 適職診断等、若者一人ひとりの希望や状況に応じ、きめ細

かに 対応します。

・ 国の機関である併設ハローワークなど、関係機関とも連携し、

若年者の就業支援に取り組んでいます。

■ 併設ハローワーク

・ 求人情報の提供や職業相談職業紹介などを行います。

・ 求人検索機が設置されており、県内をはじめ、全国のハロー

ワークの求人情報をご覧いただけます。インターネットによ

る求人情報の検索も可能です。



シニア・ジョブスタイル・かながわ
40歳以上の中高年齢者の多様な働き方を支援
（横浜駅西口徒歩８分・横浜ＳＴビル５階に設置）

■ キャリアカウンセリング等

■ 専門相談

・ キャリアカウンセリングを中心に、就業のみならず、地域活動や社
会貢献活動、再就職支援セミナーなど、相談者一人ひとりの希望や
状況に応じ、きめ細かに対応します。

• 起業・創業、年金・税金、福祉のしごとに関する具体的な相談に、そ
れぞれ専門の相談員が対応します。

■ ハローワークコーナー
• キャリアカウンセリングを受け、方向性が定まったら、求人情報の提
供や職業相談・職業紹介などを行います。

• 全国のハローワークの求人からお仕事を探すこともでき、面接日等の
調整を行ったうえで、紹介状を発行します。

• 「未経験分野に挑戦したい」などの希望に対する職業訓練相談を実施
します。



かながわ女性キャリアカウンセリング相談室

国の機関であるマザーズハローワーク横浜内に、県が設けた相談室
で、就労に向けた悩みから就業継続まで広範な相談事業を実施
（横浜駅西口徒歩８分・横浜ＳＴビル16階に設置）

■キャリアカウンセリング

・ 女性を対象に、就職や就業継続に関する悩みに対応したキャリア

カウンセリングを実施しています。

■面接用スーツの貸出

・ ハローワークから職業紹介を受けて面接に臨む方のうち希望する

女性に、無料でスーツを貸し出しています。



各就労支援施設の地域出張相談

■若者のための地域出張相談（39歳以下）

・ 毎月各１回、横須賀市、小田原市、茅ヶ崎市、海老名市の４市で

「若者のための地域出張相談～就活なんでも相談～」を開催し、

キャリアカウンセリングを実施しています。

■地域出張総合相談（40歳以上）

・ 毎月各1回、県合同庁舎(横須賀・平塚・小田原・厚木)を会場

に、「中高年のための働き方相談」を開催し、キャリアカウンセ

リングを実施しています。

■女性のための地域出張相談＠厚木（年齢制限なし）

・ 県域在住の女性を主な対象に、かながわ労働センター県央支所

において、働き方等に関する幅広い相談に対応するキャリアカ

ウンセリングを実施しています。



かながわ労働センター

■ 労働相談【相談無料・秘密厳守】

解雇・退職・雇止め、賃金・労働時間等の労働条件、職場のハラスメン

トなどの労働問題や、労使関係について、パート・派遣を含め、働く方や

事業主の方からのご相談に、来所・電話・メールで応じています。

■ 労働教育

労働関係法令や労働問題等をテーマに「労働講座」を開催しています。

■ 労働環境の改善

職員が事業所を訪問し助言等を行う「中小企業労働環境改善訪問」を実施

するなどしています。

■ 労働情報の収集・発信

労働情勢に関する調査を実施し、ホームページ等で結果を公開していま

す。



神奈川県立職業技術校・委託訓練

離職を余儀なくされた求職者に対し、再就職に必要な
スキルの習得を目指す職業訓練を実施

■ 東部総合職業技術校（横浜市鶴見区寛政町）

主に離転職者を対象としたコース（訓練期間６ヶ月）
機械CAD、溶接・板金、庭園管理サービス、ビル設備管理、
ケアワーカー、給食調理など

■ 西部総合職業技術校（秦野市桜町）

主に離転職者を対象としたコース（訓練期間６ヶ月）
溶接・板金、建築CAD、庭園エクステリア施工、ビルメンテナン
ス、ケアワーカー、介護調理など

■ 委託訓練（民間教育訓練機関等へ委託して実施する訓練）

即戦力（訓練期間３ヶ月）
情報通信、介護技術、パソコンスキル、医療事務、商業実務など

※ご相談は最寄りのハローワークへお問合せください。



横浜市
雇用関係制度



• 概要 来所者や電話での問合せに対し、就労支援に関する施設や事業を案内
するほか、個別相談や就職支援セミナー、インターンシッププログラ
ムなどそれぞれの必要性に応じた支援メニューを組み合わせて提供す
ることで、効果的な就職支援を実施。

• 場所 横浜市中区万代町２-４-７ 横浜市技能文化会館３階

• 時間 月曜日～金曜日 ９:00～17:30
（祝日・第２水曜日・12/29～１/３を除く）

• 問合せ先 0120-915-574

• ＨＰ https://wsy.city.yokohama.lg.jp/

横浜市就職サポートセンター

１



←チラシ表面

裏面→

３



･概要 早期に安定した職業に就くために必要な技能・技術や知識を習得し
たい人を対象に、公共職業訓練を実施している全国で唯一の市立
の職業能力開発施設。就職までのきめ細かいサポートを行う。

･場所 横浜市中区山下町253番地

問合せ時間 平日 8:45～17:15

問合せ先 045-664-6825

ＨＰ https://www.city.yokohama.lg.jp/business/
koyo-syugyo/shokugyokunren/

横浜市中央職業訓練校

１

建物外観



３

←パンフレット
表紙

訓練科一覧→



• 概要 働く人の様々な問題の解決を各種相談メニューでサポート。

• 場所 横浜市中区万代町２-４-７ 横浜市技能文化会館３階

• 時間 ○職場での悩み相談：毎日 ９:00～17:00（第２水曜日・12/29～１/３を除く）

○労働相談：土曜日 9:00～17:00（ 12/29～１/３を除く） ※事前予約制

○法律相談：第２･第４土曜日 13:00～17:00 ※事前予約制

○がん患者のための労働相談：第４金曜日 13:00～17:00 ※事前予約制

• 問合せ先 045-681-6553

• ＨＰ https://gibun.jp/soudan/

横浜市 労働情報・相談コーナー

働く人の相談室

４

https://gibun.jp/soudan/


６

←チラシ表面

チラシ裏面→



川崎市
雇用関係制度



川崎市経済労働局労働雇用部

川崎市就業支援室

「キャリアサポートかわさき」



キャリアサポートかわさき（概要）

仕事の探し方から就職後の定着支援まで一貫した支援を行う川崎市の「総合就職相談窓口」です。

「キャリアサポートかわさき」では、キャリアカウンセラーによる就職活動全般の相談
や求人紹介を行う就業マッチングを実施しているほか、就職活動に役立つセミナーの
開催、臨床心理士によるカウンセリング、市内中小企業等の交流会等、求職者のみな
さまのニーズに応じた就業支援を実施しています。



キャリアサポートかわさき（詳細）

仕事の探し方から就職後の定着支援まで一貫した支援を行う川崎市の「総合就職相談窓口」

①キャリアコンサルタント等の資格を持つカウンセラーによる
求職者ひとりひとりへのきめ細やかな支援（登録制・丁寧な面談）

②事前予約制による相談時間の確保（５０分～６０分）と就職の悩みの傾聴
③相談者の属性に応じた相談窓口（託児付き女性相談、就職氷河期世代）
④就職した職場で長く働くための定着支援の実施

⑤求職者の希望・適性を踏まえた訪問型を基本とする求人開拓、求人紹介
⑥企業の採用ニーズ等を丁寧に把握した求人開拓員の就職相談への同席
⑦平日夜間（毎火及び第２第４木２０時迄）、土曜（１７時迄）窓口開設
⑧オンライン（Webex）による就職相談

⑨市就業支援イベント等のタイムリーな案内

⑩ＨＰからの２４時間相談申込受付

【特徴】



キャリアサポートかわさき（詳細）

仕事の探し方から就職後の定着支援まで一貫した支援を行う川崎市の「総合就職相談窓口」

〇就職に役立つセミナー・イベントの実施

・就職準備セミナー 対象者別、テーマ別に開催（年２４回）
【対象者別】 『女性を取り巻く労働環境や多様な働き方（価値観分析）について学ぼう！』
【テーマ別】 『「怒り」の感情の対処法・上手な付き合い方を学んで、就活に役立てよう！』

・ビジネスパソコンセミナー
・定着支援セミナー

・市内中小企業等との交流会
『ミドル世代の正社員サポート！＠かわさき 企業交流会』など

年間通して開催！



※出張相談は毎週月・木 １０時～１７時 の実施

キャリアサポートかわさき（詳細）

仕事の探し方から就職後の定着支援まで一貫した支援を行う川崎市の「総合就職相談窓口」



経済産業省関東経済産業局・
神奈川県・横浜市・川崎市

経営関係制度



目次
１ ＪＦＥスチール株式会社高炉等休止に伴う「特別経営相談窓口」

の設置
２ （経済産業省）事業再構築補助金
３ （経済産業省）ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金
４ （神奈川県）中小企業融資制度
５ （神奈川県）下請かけこみ寺
６ （神奈川県）販路開拓支援
７ （横浜市）中小企業融資制度
８ （横浜市）小規模事業者出張相談
９ （横浜市）企業立地促進条例による支援制度（立地促進）
10 （川崎市）中小企業融資制度
11 （川崎市）がんばるものづくり企業操業環境整備助成制度（立地促進）



１ ＪＦＥスチール株式会社高炉等休止に伴う
「特別経営相談窓口」の設置

ＪＦＥスチール株式会社が東日本製鉄所京浜地区の高炉等を休止することに伴

い、関連する中小企業・小規模事業者の経営への影響が懸念されることから、企業

の経営や資金繰りに関する相談を受け付けています。

概 要

令和４年７月７日（木）

設置日 設置機関



① ２０２０年４月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が、コロナ以前（２０１９年

又は２０２０年１～３月）の同３か月の合計売上高と比較して１０％以上減少

② 事業計画を認定経営革新等支援機関及び金融機関と策定

③ 補助事業終了後３～５年で付加価値額の年率平均３．０％以上増加、従業員１人当たり付加価値

額の年率平均３．０％以上増加する見込みの事業計画策定

２ （経済産業省）事業再構築補助金

•
ポストコロナ・ウィズコロナの時代の経済社会の変化に対応するため、中小企業等による新分

野展開、業態転換、事業・業種転換、事業再編等、思い切った事業再構築を支援する。

概 要

申請必須要件



２ （経済産業省）事業再構築補助金

•類 型

概要 補助上限 補助率

通常枠 2,000万円～8,000万円
中小企業：２／３
中堅企業：１／２

大規模賃金引上枠 １億円
中小企業：２／３
中堅企業：１／２

回復・再生応援枠 500万円～1,500万円
中小企業：３／４
中堅企業：２／３

最低賃金枠 500万円～1,500万円
中小企業：３／４
中堅企業：２／３

グリーン成長枠 １億円～１．５億円
中小企業：１／２
中堅企業：１／３

緊急対策枠 1,000万円～4,000万円
中小企業：３／４
中堅企業：２／３



中小企業・小規模事業者等が今後、直面する制度変更等に対応するため、取り

組む革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行うための設備投

資等を支援します。

３ （経済産業省）ものづくり・商業・サービス
生産性向上促進補助金

以下を満たす３～５年の事業計画の策定及び実施が必要です。

① 付加価値額 ⇒ ＋３％以上／年

② 給与支給総額 ⇒ ＋１．５％以上／年

③ 事業場内最低賃金 ≧ 地域別最低賃金＋３０円

申請要件



３ （経済産業省）ものづくり・商業・サービス
生産性向上促進補助金

類 型

概要 補助上限 補助率

通常枠 750万円～1,250万円
中小企業：１／２

小規模・再生事業者：２／３

回復型賃上げ・雇用拡大枠 750万円～1,250万円 ２／３

デジタル枠 750万円～1,250万円 ２／３

グリーン枠 1,000万円～2,000万円 ２／３

※上記類型以外に、「グローバル展開型」「ビジネスモデル構築型」があります。



４ （神奈川県）中小企業融資制度

中小企業の皆様の事業活動の維持・安定を図るため、神奈川県の制度融資メ

ニューに、神奈川県信用保証協会の公的保証を付けて、金融機関が融資を行う融資

制度です。中小企業の皆様のニーズに応じて、長期・固定・低利による各種メニューを

利用できます。

概 要

産業労働局中小企業部金融課



５ （神奈川県）下請かけこみ寺

中小企業の皆さまが抱える、取引上の悩みに関する

相談に企業間取引や下請代金法などに詳しい相談員

や事務員が無料で応じます。

概 要



６ （神奈川県）販路開拓支援

中小企業の皆様からの御要請・御依

頼により、取引先を紹介する受発注取

引あっせんを行っており、企業登録や斡

旋紹介に係わる費用については、一切

無料となります。

また、県内各地の支援機関と連携し、

巡回あっせん相談も行っております。

概 要



７ （横浜市）中小企業融資制度

中小企業の皆様が事業を行っていく上で必要な運転資金や設備資金を円滑に

調達できるよう、横浜市が横浜市信用保証協会及び取扱金融機関と連携して行っ

ている融資制度です。長期・固定で低利な融資になります。

また、公的機関である横浜市信用保証協会による債務保証がございます。

概 要

経済局中小企業振興部金融課



８ （横浜市）小規模事業者出張相談

小規模事業者特有の課題にお応えするため、ＩＤＥＣ横浜（横浜企業経営支援財

団）の専門相談員による支援チームが、現場まで出向いてご相談を受け付けます。

概 要



９ （横浜市）企業立地促進条例による支援制度
（立地促進）

企業立地の促進を図り、横浜市経済の活性化に寄与することを目的に、市内での

再投資や市内へ新規進出する事業者を助成金等により支援します。

概 要

経済局誘致推進部企業誘致・立地課

固定資産を取得する場合 テナントとして本社等を設置する場合

対 象 地 域 市内の13の特定地域等
※特定地域外でも一定の要件を満たせば対象

市内の７の特定地域

対 象 事 業 事業所等を建設・取得する事業 事業所を賃借して本社等を設置する事業

対 象 要 件 土地、建物、設備の取得に要する費用（投下資本
額）中小企業１億円、大企業50又は70億円以上

増加する従業員者数50人以上

補 助 率 ・ 限 度 額 投下資本額×８％又は10％・上限最大50億円
※助成金の支払いは10年間の分割で支給

新たに設置した本社等に係る法人市民税法人税割
額（軽減措置）・上限１億円／年（３年又は５年間）



10 （川崎市）中小企業融資制度

中小企業の皆様に対し、事業資金の円滑化及び経営基盤の安定化を図るため、

川崎市が川崎市信用保証協会及び取扱金融機関と協調して行っている融資制度

で、固定金利を利用でき、返済期間を長期に設定しています。

川崎市信用保証協会による保証が受けられるほか、保証料補助（一部）もあります。

概 要

経済労働局経営支援部金融課



11 （川崎市）がんばるものづくり企業操業環境
整備助成制度（立地促進）

経済労働局経営支援部経営支援課
対 象 地 域 市内の準工業地域及び工業地域

※除外区域あり

対 象 事 業 工場等を新増設する事業
（既存の建物を賃借または取得する場合を含む）

対 象 経 費 土地、建物、設備の取得等に要する費用（賃借料・リース料を含む） など

補 助 率 ・ 限 度 額 助成対象経費の1/10以内 上限最大3,000万円

工場跡地等に川崎市内外の成長意欲の高い中小製造業者の立地を促進するた

め、市内の助成対象地域において中小製造業者が工場等を新増設する事業に対

して経費の一部を助成します。

概 要

経済労働局経営支援部経営支援課



川崎商工会議所

関係制度



川崎商工会議所

中小企業振興部



川崎商工会議所の経営支援メニュー

① 専門相談員制度

② マル経融資（小規模事業者経営改善資金）

③ 経営者の退職金制度（小規模企業共済）

④ 連鎖倒産を防ぐ共済制度（経営セーフティ共済）

⑤ KAWASAKI事業承継市場

⑥ 労働保険事務組合

⑦ 各支所の相談窓口



川崎商工会議所の経営支援メニュー
①専門相談制度
経営上の様々な問題に、55名の専門家が対応します。

・経営：売上増・生産力向上について
・労務：労務管理・労働保険について
・金融：事業資金の借入について
・法律：経営上の法律問題や不動産の賃借等について
・税務：決算書・申告書作成指導について
・特許：発明・特許・実用新案・商標について
・経理：帳簿の記帳指導等について
・創業：経営革新・創業支援・経営革新計画について
・その他：その他経営上の諸問題について

【対応相談員】
弁護士・公認会計士・税理士・司法書士・行政書士・
弁理士・社会保険労務士・中小企業診断士・一級建築
士・不動産鑑定士等



川崎商工会議所の経営支援メニュー
②マル経融資（小規模事業者経営改善資金）
新規販路開拓や創業時の資金調達相談に対応。無担保・無保証人

○融資額 2,000万円以内 金利：1.13％（令和4年10月3日現在）

○返済期間 運転資金 7年（据置期間1年以内）

設備資金 10年（据置期間2年以内）

【ご利用できる方】

・従業員20人以下（商業・サービス業は5人以下）の小規模事業者

（法人役員・個人事業主・家族・パート等は除く）

・最近1年以上川崎市内で事業を行っていること

・納期の到来している税金を完納していること

●新型コロナウイルス対策マル経

1,000万円別枠・運転資金10年以内（据置3年以内）

設備資金10年以内（据置4年以内）

貸付日から当初3年間 一般マル経適用利率-0.9％



川崎商工会議所の経営支援メニュー
③経営者の退職金制度（小規模企業共済）
④連鎖倒産を防ぐ共済制度（経営セーフティ共済）

◆小規模企業共済

小規模企業の個人事業主または会社等の役員の方が、事業をやめられた
り退職された場合に備え、資金をあらかじめ準備しておく制度。掛金は
毎月千円から7万円の範囲で全額所得控除になり、事業資金等の貸付制度
も利用できる。

◆倒産防止共済

取引先が倒産した場合、積み立てた掛金総額の10倍の範囲内（最高8,000
万円）で回収困難な売掛債権等の額以内の「貸付」が受けられ、掛金は
全額損金か必要経費に算入できる。貸付金は無担保・無保証人。



川崎商工会議所の経営支援メニュー
⑤KAWASAKI事業承継市場

川崎商工会議所・川崎信用金庫・（公財）
川崎市産業振興財団・川崎市で構成。

後継者がいない経営者や、事業承継の準備
を始めている経営者・後継者まで、専門家
派遣やマッチング支援を通し、現状や規模
に応じてたサポートを行っています。



川崎商工会議所の経営支援メニュー
⑥労働保険事務組合

 労働者（パート・アルバイトを含む）を１人でも雇っている事業主は、
どのような業種でも労働保険(労災保険・雇用保険)の加入手続きをし
なければなりませんが、繁雑な事務手続きが負担になっている場合が
少なくありません。

 事業主のみなさんに代わって雇用保険の届出や労働保険料の申告納付
など面倒な事務をお引き受けするのが、厚生労働大臣の認可を受けた
労働保険事務組合です。

 川崎商工会議所の労働保険事務組合(厚生労働大臣認定)へのご加入を
ご検討下さい。



川崎商工会議所の経営支援メニュー
⑦各支所の相談窓口

・本部・川崎幸支所：川崎市川崎区駅前本町11-2川崎フロンティアビル3階（川崎駅徒歩4分）
・中原支所 ：川崎市中原区新丸子東2-926ユタカビル3階（武蔵小杉駅徒歩5分）
・高津宮前支所 ：川崎市高津区溝口1-6-1クレール溝口3階（武蔵溝ノ口駅徒歩3分）
・多摩麻生支所 ：川崎市多摩区登戸2102-1第2井上ビル2階（向ヶ丘遊園駅徒歩5分）


